
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
　（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　・基本財産建物建－定額法
　　　　・有形固定資産（リース資産を除く）-定額法
　　　　・無形固定資産（リース資産を除く）ー定額法
　　　　・リース資産
　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準
賞与引当金：職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。
役員退職慰労引当金：役員の退職金支給に備えるため、支給見込額の負担分を
　　　　　　　　　　　　　 　本部会計において計上している。

変更なし

　独立行政法人福祉医療機構　―　社会福祉施設職員等退職手当共済制度
　　　法人独自の役員退職慰労金支給制度

　 ア　本部拠点区分
　 イ　久松共働センター拠点区分
　　　　　　　　・生活介護サービス区分・久松共働センター　生活介護事業サービス区分
　　　　　　　　・就労継続支援Ｂ型サービス区分・久松共働センター　就労継続支援Ｂ型事業サービス区分
　 ・久松共働センター特定相談支援事業サービス区分

・久松共働センター障害児相談支援事業サービス区分
・サニーぷれいす　放課後等デイサービス事業・児童発達支援事業サービス区分

　 ウ　福山共働センター拠点区分

　 ・福山共働センター　生活介護事業サービス区分

・福山共働センター　就労継続支援Ｂ型事業サービス区分

　エ　宇宙（そら）拠点区分
・ホームみらい、ホームきぼう共同生活援助事業サービス区分
・宇宙　短期入所事業サービス区分

計算書類に対する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

     該当なし

２．重要な会計方針

３．重要な会計方針の変更

４．法人で採用する退職給付制度

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　(1) 法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

　　　(2) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

　 (3) 収益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
　(4) 各拠点区分におけるサービス区分の内容



　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
単位：円
当期末残高

131,037,201
291,064,669

422,101,870

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円
建物（基本財産） 円

計 円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） ４６，４５５，０００円

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

土地（基本財産） 131,037,201 0 131,037,201

0

4,771,910 67,210

0

器具及び備品 28,890,513 20,466,419 8,424,094

リース資産 4,839,120

0

機械及び装置 4,255,937 2,901,394 1,354,543

車両運搬具 29,911,045 28,181,762 1,729,283

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額
土地 131,037,201 0 0
建物 307,120,195 0 16,055,526

合計 438,157,396 0 16,055,526

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし

８．担保に供している資産

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 414,044,395 122,979,726 291,064,669

建物 2,481,400 2,366,119 115,281

構築物 7,321,670 4,270,152 3,051,518

0

合計 622,781,281 185,937,482 436,843,799

17,482,500
102,123,562
119,606,062



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

　　・該当なし

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

　　・該当なし

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

    

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合　計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合　計

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

１３．重要な偶発債務

      該当なし

１４．重要な後発事象

      該当なし

　　　　

　　　　　　1年超の支払予定未経過リース料　　　 0円

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　（１）リース取引関係
　　　 有形リース資産の内容
　　　　　　パズル充填機（粉状食材の充填）
　　　　　　1年以内支払予定未経過リース料67,210円

　　該当なし

（単位：円）

種類 法人等の 住所 資産総額 事業の 議決権の 取引の 取引金額 科目 期末残高

名称 内容 所有割合 役員の 事業上の 内容

又は職業 兼務等 関係

関係内容

該当なし



　　　該当なし

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　・基本財産建物建－定額法
　　　　・有形固定資産（リース資産を除く）-定額法
　　　　・無形固定資産（リース資産を除く）ー定額法
　　　　・リース資産
　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準
役員退職慰労引当金：役員の退職金支給に備えるため、支給見込額の負担分を
　　　　　　　　　　　　　 　計上している。

     変更なし

　　　法人独自の役員退職慰労金支給制度

　　拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙⑪）は省略している

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
単位：円
当期末残高

0
0
0
0

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

　　該当なし

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　　該当なし

合計 0 0 0

前期末残高

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

0
0

７．担保に供している資産

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金
     の取崩し

１．重要な会計方針

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

３．採用する退職給付制度

２．重要な会計方針の変更

　(1) 本部拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

　(2)サービス区分を設定していないので、拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３⑩）、

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　該当なし

建物 0

当期増加額 当期減少額基本財産の種類
00土地



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
（単位：円）

　該当なし

権利 0 0 0

土地（基本財産） 0 0 0
0 0 0

　　該当なし

　　該当なし

１１．重要な後発事象

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

建物

0 0 0

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高



　　該当なし

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
　（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　・基本財産建物建－定額法
　　　　・有形固定資産（リース資産を除く）-定額法
　　　　・無形固定資産（リース資産を除く）ー定額法
　　　　・リース資産
　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準
賞与引当金：職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

　　変更なし

　　独立行政法人福祉医療機構　―　社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　　・久松共働センター　生活介護事業
　　・久松共働センター　就労継続B型事業
　　・久松共働センター　特定相談支援事業
　　・久松共働センター　障害児相談支援事業
　　・放課後等デイサービス事業　児童発達支援事業　サニーぷれいす

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
単位：円
当期末残高
76,160,000
84,545,483

0
0
0

160,705,483

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

　　該当なし

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　　該当なし

合計 165,659,533 0 4,954,050

土地 76,160,000 0 0
建物 89,499,533 0 4,954,050

計算書類に対する注記（久松共働センター拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　(1) 久松共働センター拠点計算書類(第1号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

　(2) 久松共働センター拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３⑪）
　(3) 久松共働センター拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３⑩）

５．基本財産の増減の内容及び金額

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金
     の取崩し

　　該当なし

７．担保に供している資産

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

　　当拠点区分におけるサービス区分は以下のとおりになっている。



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
（単位：円）

    該当なし

該当なし

機械及び装置 4,255,937 2,901,394 1,354,543
車両運搬具 19,617,633 18,909,685 707,948

リース資産

建物 2,246,120 2,246,118 2
構築物 269,500 99,308 170,192

0 76,160,000
建物（基本財産） 152,528,635 67,983,152 84,545,483

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

器具及び備品 22,271,141 16,760,496 5,510,645

土地（基本財産） 76,160,000

4,839,120 4,771,910 67,210
0
0
0
0

合計 282,188,086 113,672,063 168,516,023

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
なし

合　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

１１．重要な後発事象

　　　　　　1年以内支払予定未経過リース料67,210円
　　　　　　1年超の支払予定未経過リース料        0円

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　（１）リース取引関係
　　　 有形リース資産の内容
　　　　　　パズル充填機（粉状食材の充填）

合　計



　　該当なし

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
　（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　・基本財産建物建－定額法
　　　　・有形固定資産（リース資産を除く）-定額法
　　　　・無形固定資産（リース資産を除く）ー定額法
　　　　・リース資産
　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準
賞与引当金：職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

　　変更なし

　　独立行政法人福祉医療機構　―　社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　　・福山共働センター　生活介護事業
　　・福山共働センター　就労継続B型事業

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
単位：円
当期末残高
36,912,500

131,084,892
0
0
0

167,997,392

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円
建物（基本財産） 円

計 円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） ４６，４５５，０００円

102,123,562
119,606,062

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし

７．担保に供している資産

17,482,500

合計 174,280,571 0 6,283,179

土地 36,912,500 0 0
建物 137,368,071 0 6,283,179

　(1) 福山共働センター拠点計算書類(第1号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

　(2) 福山共働センター拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３⑪）
　(3) 福山共働センター拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３⑩）

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

　　当拠点区分におけるサービス区分は以下のとおりになっている。

計算書類に対する注記（福山共働センター拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

　　該当なし

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
（単位：円）

    該当なし

　該当なし

１１．重要な後発事象

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

合　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合　計

合計 211,608,114 38,895,955 172,712,159

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

0
0

0
0

器具及び備品 4,139,592 2,036,597 2,102,995
0 0

機械及び装置 0 0 0
車両運搬具 9,743,412 8,722,078 1,021,334

建物 235,280 120,001 115,279
構築物 3,807,170 2,332,011 1,475,159

土地（基本財産） 36,912,500 0 36,912,500
建物（基本財産） 156,770,160 25,685,268 131,084,892

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　該当なし



　　該当なし

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
　（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　・基本財産建物建－定額法
　　　　・有形固定資産（リース資産を除く）-定額法
　　　　・無形固定資産（リース資産を除く）ー定額法
　　　　・リース資産
　　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準
賞与引当金：職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

　　変更なし

　　独立行政法人福祉医療機構　―　社会福祉施設職員等退職手当共済制度

　　・ホームきぼう・ホームみらい　共同生活援助事業
　　・宇宙（そら）　短期入所事業

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
単位：円
当期末残高

17,964,701
75,434,294

0
0
0

93,398,995

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

計算書類に対する注記（宇宙拠点区分用）

１．重要な会計方針

２．重要な会計方針の変更

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　(1) 宇宙拠点区分計算書類(第1号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

　(2) 宇宙拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３⑪）
　(3) 宇宙拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３⑩）

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額
土地 17,964,701 0 0
建物 80,252,591 0 4,818,297

合計 98,217,292 0 4,818,297
６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金
     の取崩し

　　該当なし

７．担保に供している資産

　　当拠点区分におけるサービス区分は以下のとおりになっている。



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
（単位：円）

    該当なし

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 17,964,701 0 17,964,701
建物（基本財産） 104,745,600 29,311,306 75,434,294
構築物 3,245,000 1,838,833 1,406,167
機械及び装置 0 0 0
車両運搬具 550,000 549,999 1
器具及び備品 2,479,780 1,669,326 810,454

0
0
0
0
0
0

合計 128,985,081 33,369,464 95,615,617

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
なし

合　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合　計

１１．重要な後発事象

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　該当なし


